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弘済院の今後の方向性の変更について

平成31年４月24日
戦略会議資料

福祉局

１ 新病院等の整備スキーム

２ 弘済院の今後の方向性について（前回戦略会議からの変更）

３ 今後のスケジュール（案）
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１ 新病院等の整備スキーム

　　※新病院開設までは、大阪市民病院機構が大阪市立住之江診療所を運営。（小児科・産婦人科外来のみ。新病院の整備に伴い小児・周産期棟として転用。）

第２特別

養護老人ホーム

住吉市民病院跡地に整備する新病院等について

規模：一般病床90床

運営：直営

附属病院

第１特別

養護老人ホーム

弘済院【吹田市】

規模：定員70名

運営：直営

規模：定員270名

運営：指定管理

大阪市立総合医療センター

【都島区】

運営：地方独立行政法人

大阪市民病院機構

新病院等

・病院

・介護老人保健施設

・研究施設等

規模：病院 認知症医療 一般病床120床

小児・周産期医療

老健 定員100名

運営：大阪市立大学

民間移管

住吉市民病院跡地（※）【住之江区】

弘済院の認知症医療機能

・介護機能を継承

・附属病院

・第２特別養護老人ホーム

➢新病院等の整備に伴い廃止

➢跡地については売却

認知症医療充実

のため病床移管

大阪市立大学

医学部附属病院

【阿倍野区】

➢産科10床拡充

➢新生児室増設

周産期医療

充実のため病床移管



２ 弘済院の今後の方向性について（前回戦略会議からの変更）
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施 設
前回戦略会議（平成25年12月）

「弘済院の今後の方向性について」 変更内容

基本方針

・弘済院が担ってきた認知症専門機能の継承に
ついては、地方独立行政法人大阪市民病院機
構及びその所管局と連携して、認知症施策を
担当する福祉局が責任を持って進めていく。

・弘済院が担ってきた認知症医療・介護機能については、
住吉市民病院跡地に整備する新病院等へ継承する。

・新病院等は、大阪市立大学が運営することを前提に、
本市で整備した上で、大阪市立大学に現物出資する。

附属病院

・特別養護老人ホームと連携を図りながら、認
知症医療の機能を継承するため、本市の負担
で責任を持って建替えを行い、地方独立行政
法人大阪市民病院機構に移行し、移行後も本
市の公的関与を継続する。

・移行に至るまでの運営については、同機構が
関与（指定管理）する。

・新病院を住吉市民病院跡地に整備する。
・附属病院は、新病院の開設まで本市が運営し、開設に
伴い廃止する。

第１特別養護老人ホーム ・認知症専門機能の確保や附属病院との連携を
前提として、早期の民間移譲について検討を
進める。

・施設の収益性に比べて、土地・建物の取得費
の負担が大きいことから、土地及び建物は運
営事業者への定期借地方式などについて検討
する。

・「指定管理者制度を導入している福祉施設の民間移管
について」に則り、早期の民間移管を目指す。

第２特別養護老人ホーム

・住吉市民病院跡地に整備する新病院に併設する介護老
人保健施設に、第２特別養護老人ホームの機能を継承
する。

・第２特別養護老人ホームは、新病院等の開設まで本市
が運営し、介護老人保健施設の開設に伴い廃止する。

養護老人ホーム ・廃止する。 （平成26年度に廃止）

土地活用
・附属病院建替えの際の財源確保のために、用
地の売却準備を進める。

・住吉市民病院跡地に整備する新病院等の整備の財源確
保のため、用地の売却に向け引き続き取り組む。



３ 今後のスケジュール （案）
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2025(令和７)年度

土
地

新
病
院
等

2024(令和６)年度

附
属
病
院

第
２
特
養

第
１
特
養

2019 (平成31) 年度 2020(令和２)年度 2021(令和３)年度 2022(令和４)年度 2023(令和５)年度

引き続き、本市で運営

指定管理者による運営

民間移管（定期借地方式など）

売却エリアの確定、売却条件の整理

建設工事 市立大学による運営

引き続き、本市で運営 廃止

廃止

売却

実施設計基本設計

移管の検討 移管法人の選考


